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これまで横浜地裁平成 24 年 5 月 25 日の判決（訟月 59 巻号 1157 頁），および
















都圏アスベスト訴訟判決と企業の責任」環境と公害 42 巻 2 号（2012 年）39 頁以下。
） 吉村良一「『市場媒介型』被害における共同不法行為論 建設アスベスト事件の検討」
立命館法学 344 号（2012 年）212 頁以下，同「建設アスベスト訴訟における建材メーカ






















） 松本克美「侵害行為者の特定と共同不法行為の成否」立命館法学 333・334 号（2010
年）1378 頁以下，同「共同不法行為と加害行為の到達問題」立命館法学 339・340 号
（2011 年）515 頁。
） 大塚直「建設アスベスト訴訟における加害行為の競合 横浜地判平成 24・5・25（横
浜建設アスベスト訴訟判決）を契機として」野村豊弘先生古稀記念『民法の未来』（商事
法務，2014 年）263 頁以下。

































であり，719 条によることになりますが，建設作業従事期間 30年から 40年，
年間数十件から百数十件の現場ではたらく実態からすれば，個別的因果関係の
推定を導く 719 条 1 項後段の適用ないし類推適用においては，択一的競合タイ
プだけでなく，独立的競合タイプ，累積的競合タイプ，重合的競合タイプ，寄
与度不明タイプのばく露被害が発生していると考えられます。そこで問題は，




























































































はないことの証明がされたものと認めることはできない，として，719 条 1 項
後段の適用を否定し，累積的競合，重合的競合または寄与度不明の場合があり









































） 淡路「福島原発事故の損害賠償の法理をどう考えるか」環境と公害 43 巻 2 号（2013































































































して認めています。また，2014 年 8 月 26日の福島地裁から出た自死事件判決






























































本稿は，2014 年 11 月 8 日に行われた立教大学大学院法務研究科開設 10周年記
念講演を反訳したものを，淡路名誉教授のご許可を得て掲載するものである。本
講演会を含む 10周年記念行事の様子については，法務研究科が発効する立教ロー
フォーラム 5 号に紹介がある。
不法行為の新たな類型と規範の創造的適用（淡路剛久） 15
